
（平成２５年１０月９日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 9 件



 

北海道厚生年金 事案 4747 

 

第１ 委員会の結論 

総務大臣から平成25年５月17日付けで行われた申立人の年金記録に係る苦

情のあっせんについては、同日後に新たな事実が判明したことから、当該あっ

せんによらず、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格取得日に係る

記録を元年３月 15日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 41万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月 15日から同年６月１日まで 

申立期間は、Ｂ社から同社の関連事業所であるＡ社に移籍となった時期で

あるが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者資格に係る記録について

は、雇用保険の被保険者記録及びＣ企業グループの総務人事関係事務を行って

いる Ｄ社から提出された申立人に係る人事記録簿並びに申立人と同時期に移

籍したとしている同僚から提供された給与明細書から判断すると、申立人は、

申立期間においてＡ社に勤務し（Ｂ社からＡ社に移籍）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること、ま

た、オンライン記録によると、Ａ社は、平成元年６月１日に厚生年金保険の適

用事業所になっており、申立期間当時は適用事業所でなかったことが確認でき

るところ、Ｄ社は、「Ａ社の設立当初であった申立期間当時は、Ｂ社から給与

を支払い、継続して厚生年金保険料を控除していたが、Ａ社が厚生年金保険の

適用事業所になる前に、誤って、Ｂ社における同保険の被保険者資格を喪失さ

せる手続を行ってしまったものと考えられる。」と回答していることから判断

すると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所になる前に同社に移籍した者につい



 

ては、Ｂ社において同保険の被保険者とする取扱いを行っていたものと認めら

れること等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、25年５月 17日付け

で総務大臣から年金記録に係る苦情のあっせんが行われている。 

しかしながら、当該あっせん後に、Ｂ社及びＡ社に係る別の申立てにおいて、

申立人と同時期にＢ社からＡ社に異動した同僚から提出された預金通帳の写

しにより、当該同僚は、平成元年３月 24 日に、Ａ社から給与が支給されたこ

とが確認できることから、申立人の申立期間における給与についても、同社か

ら支給され、当該給与から厚生年金保険料が控除されていたものと認められる。 

一方、前述のとおり、Ａ社は、平成元年６月１日に厚生年金保険の適用事業

所となっており、申立期間は適用事業所となっていないが、商業・法人登記簿

謄本によると、同社は、同年３月 15日に設立されていることが確認できる上、

雇用保険の被保険者記録により、同社において、同日付けで同保険の被保険者

資格を取得している者が５人確認できることから、同社は、申立期間において、

当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断

される。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における平成

元年６月の社会保険事務所(当時)の記録から、41 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、Ａ社が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としているが、同社は、申立期間におい

て、適用事業所の要件を満たしながら社会保険事務所に適用の届出を行ってい

なかったと認められることから、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4748 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年

金保険被保険者資格取得日に係る記録を昭和 37 年６月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月１日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間の加入記録が無い。 

申立期間は、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場から同社の運輸部門が独立した

Ａ社に異動した時期であり、継続して勤務していたので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ工場から申立事業所であるＡ社に異動となった経緯、申立期間当時の

勤務状況に関する申立人の具体的な供述及び同時期に両社間を異動したとす

る複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立てに係る関連会社に継続

して勤務し（昭和 37 年６月１日にＡ社Ｃ工場からＡ社に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 37 年

７月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすることが妥当で

ある。 

一方、事業所名簿によると、Ａ社は、昭和 37 年７月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、申立期間において、同保険の適用事業所となってい

ないものの、商業・法人登記簿謄本によると、同社は、申立期間当時、法人事

業所であり、同僚の雇用保険被保険者記録によると、５人以上の従業員が常時



 

勤務していたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法で定める適用

事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当時の資料が保存されておらず不明としているが、上記のとお

り申立期間において、Ａ社は適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険

事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、事業主は、申

立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を８万 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の当該標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 30日 

年金記録によると、Ａ社から支給された賞与について、申立期間の記録が

無いので、正しい年金記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する賞与明細書により、申立人は、申立期間において、Ａ社か

ら賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書の厚生年金保険料

控除額から、８万 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は当時の資料が無いため不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を、社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

北海道国民年金 事案 2313（旭川国民年金事案 660の再申立て） 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 44年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 44年９月まで 

前回の申立てにおいて、記憶は定かでないが、婚姻前は、Ａ市で国民年金

に加入し、同市役所で国民年金保険料を納付していたと思う。婚姻後は、当

時、隣に住んでいたＢ警察署長の妻と一緒にＣ市役所で間違いなく保険料を

納付していた。離婚後は、余り記憶に無いが、年金に対する意識は低くなか

ったので、再婚するまではＣ市役所又はＤ市役所で保険料を納付していたと

思う。しかし、申立期間の国民年金保険料が未納とされていたので、保険料

を納付していたことを認めてほしいと申し立てたが、年金記録の訂正は必要

でないと判断された。 

今回、新たな証言者を思い出したので、前回申立期間のうち今回の申立期

間に係る昭和 36年４月から 44年９月までの期間について、再度申立てを行

う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当初、今回の申立期間のほかに、昭和 59年１月から同年 12月ま

での期間及び平成６年４月から 11年２月までの期間と合わせて計 173か月の

申立てを行ったが、今回の申立てに係る期間については、ⅰ）申立人は、国民

年金への加入手続時期、国民年金手帳の交付の有無、申立期間のうち、昭和

38 年４月から 43 年 10 月までの期間を除いて国民年金保険料納付に関する記

憶が明確でないほか、申立期間は長期間であり、長期間にわたり複数の行政機

関が事務処理を続けて誤るとは考え難いこと、ⅱ）申立人は、申立期間のうち、

38 年４月から 43 年 10 月までの期間については明確に記憶があり、隣人であ

ったＢ警察署長の妻と一緒に国民年金保険料を納付していたと主張している

ところ、Ｅ警察本部の回答によれば、申立人の記憶している同署長の氏名に一

  



                      

致する者がＢ警察署員であった記録が確認できるものの、申立人は同署員の妻

の氏名は記憶しておらず、証言を得ることができないことから、当該期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる具体的な証言が得られないこと等を

理由として、他の２つの申立期間と併せて、既に年金記録確認旭川地方第三者

委員会（当時）の決定に基づき、平成 25年３月 22日付けで年金記録の訂正は

必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、昭和 40年４月から 41年３月までの国民年金保険料 1,200

円を 40年４月頃に、41年４月から同年 12月までの保険料 900円を同年 12月

頃にそれぞれ知人に預けて、Ｃ市役所でその保険料を納付するよう同人に依頼

したことを思い出したとして、前回申立期間のうち申立人が同市に住んでいた

と記憶する申立期間についてのみ再申立てを行っている。このことについて、

申立人が保険料の納付を依頼したとする知人に照会したところ、同人は、依頼

を受けて保険料の納付を行ったことはあるが、保険料の納付期間及び納付時期

については覚えていないとしている上、１回に預かったとする保険料額は２万

円ぐらいとしており、申立人が同人に納付を依頼したとする保険料額と大きく

相違していることから、申立人が、納付を依頼したとする保険料は、当該期間

の国民年金保険料であったとは認め難い。 

以上のことから、再申立てに係る申立人の主張は、年金記録確認旭川地方第

三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに

同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情が見当たらないことから、申立

人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

  



                      

北海道国民年金 事案 2314 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年３月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月から同年 12月まで 

申立期間について、私は無職であったが、母が、私の国民年金保険料を納

付してくれていた。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付は、

申立人の母が行っていたとしているが、国民年金に加入すると付与される国民

年金手帳記号番号が申立人に払い出された形跡が見当たらない上、申立期間当

時、申立人が住所を定めていたＡ区において、申立人の国民年金被保険者記録

も確認できないことから、申立人は、申立期間について、国民年金に未加入で

あり、保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

また、申立人の母は、申立人の国民年金の加入手続を郵便局で行ったと述べ

ているが、郵便局では同手続を行うことはできず、年金手帳を交付された記憶

が無い上、国民年金保険料の納付についても郵便局で行ったと述べるのみで、

納付時期及び納付した保険料額等についての具体的な説明を得ることができ

ない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

  



 

北海道厚生年金 事案 4750 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 43年 12月１日から 44年 12月１日まで 

昭和 42年８月 20日から 44年 12月１日までＡ社のＢ支店に勤務し、土地

の売買をしていたが、厚生年金保険の被保険者資格喪失日は、43年 12月１

日となっており、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる給与明細書

等は無いが、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

適用事業所名簿によると、Ａ社は、昭和42年５月25日にＣ社に名称変更し、

44年３月 21日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっており、申立期

間のうち同日以降は適用事業所でなかったことが確認できる上、商業・法人登

記簿謄本により、申立期間当時、同社の代表取締役であったことが確認できる

者に照会したところ、「申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適

用状況及び厚生年金保険料の控除について確認できる資料は無いが、厚生年金

保険の資格を喪失した以降に、申立人の給与から厚生年金保険料を控除してい

たとは考えられない。」と回答している。 

また、申立人及び申立人が名前を挙げた同僚の記憶により、Ａ社のＢ支店で

勤務していたことが確認できた同僚 15人（申立人を除く。）のうち、生存及び

所在が確認できた６人に照会したところ、唯一回答が得られた者は、申立人の

退職時期について記憶しておらず、申立人の申立期間に係る勤務状況及び厚生

年金保険料控除をうかがわせる供述は得られなかった。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、上記同僚 15 人は、

いずれも申立人と同日の昭和43年12月１日に厚生年金保険の被保険者資格を



 

喪失していることが確認できる上、申立人は、そのうちの７人とはＡ社のＢ支

店が閉鎖するまで一緒に勤務していたとするところ、オンライン記録によると、

当該７人のうち少なくとも３人は、同社における厚生年金保険の被保険者資格

を喪失してから２か月以内に、別の事業所において同保険の被保険者資格を取

得していることが確認できる。 

加えて、申立人に係る雇用保険の被保険者記録によると、事業所名は不明で

あるが、離職日が昭和 43年 12月 28日と記録されており、これはＡ社におけ

る厚生年金保険の被保険者資格喪失月と符合する。 

その上、オンライン記録によると、申立人は申立期間において国民年金に加

入しており、そのうち昭和 44 年５月から同年９月までの期間については、国

民年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人が厚生年金保険の被保険者として、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4751（事案 1905の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 56年８月 31日から 57年２月１日まで 

申立期間は、Ａ社又はＢ協業組合に継続して勤務していたので、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしいと第三者委員会に申し立てた

が、同委員会から認められないとの通知をもらった。 

申立期間当時、同様に勤務していた義弟は、申立期間について、第三者委

員会に申立てを行い、Ｂ協業組合において厚生年金保険の被保険者であった

ことが認められているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、申立期間において雇用保

険の被保険者記録が確認できないこと、ⅱ）オンライン記録によると、Ａ社は、

昭和 56年８月 31日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間

当時は適用事業所でなかったことが確認できるとともに、同社の事業主であっ

た申立人は、「当時の資料は、何も残っていない。」と供述している上、Ｂ協業

組合についても、既に解散していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険の適用状況について確認することができないこと、ⅲ）申立人が、Ａ社及

びＢ協業組合の同僚として名前を挙げた唯一の同僚で、申立人の義弟でもある

者は、「申立人は、当時、両社のいずれかに勤務していたと思うが、厚生年金

保険料の控除については承知していない。」と供述しており、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除をうかがわせる供述を得ることができなか

ったこと、ⅳ）複数の同僚は、「申立人は、申立期間当時に副業に失敗し、資



 

金繰りに困っていた。」と供述しており、当時、申立人が代表取締役を務めて

いたＡ社の経営状況が良くなかった状況がうかがえること、ⅴ）申立人の申立

期間における厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

確認できる給与明細書等の資料が無いこと等を理由として、既に当委員会の決

定に基づき平成22年３月30日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、新たな資料を提出することなく、「申

立期間の年金記録の訂正は必要でないとする第三者委員会の決定に納得でき

ない。申立期間当時、同様に勤務していた義弟は、第三者委員会に申立てを行

い、Ｂ協業組合において厚生年金保険の被保険者であったことが認められてい

る。」と主張している。 

しかしながら、前述のとおり、当初の申立てにおいて、申立人の義弟からは、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料が事業主により給与から控除されて

いたことをうかがわせる供述を得ることができなかった上、当該申立人の義弟

は、申立期間のうち、昭和 56年９月１日から 57年２月１日までの期間につい

て、Ｂ協業組合における雇用保険の加入記録が確認できる一方、申立人につい

ては、申立期間における同協業組合での同保険の加入記録が確認できないこと

から、当時、同協業組合では、申立人及び申立人の義弟の厚生年金保険の適用

について、同様の取扱いを行っていたとは認められず、申立人の主張は、当委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

ところで、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者は、当該

事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知

り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象とすること

はできない旨規定されている。 

Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は、申立期間において、

同社の代表取締役であったことが確認できる上、申立人の妻は、「申立期間当

時、夫は、Ａ社の事業主であった。」と供述している。 

また、Ｂ協業組合に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は、申立期

間のうち昭和 56年９月 12日から 57年２月１日までの期間について、同組合

の代表理事であったことが確認できる上、当時の理事及び同組合に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票により、申立期間及びその前後の期間において厚

生年金保険の加入記録が確認できる複数の者は、「申立人は、申立期間及びそ

の前後の期間、継続してＢ協業組合の代表者であった。同組合の運営は、申立

人に一任されていた。」と供述している。 

これらのことから判断すると、申立人は、特例法第１条第１項ただし書にい

う特例対象者に該当する者であり、仮に、申立人の申立期間における厚生年金

保険料がＡ社又はＢ協業組合の事業主により給与から控除されていたことが



 

認められる場合であっても、申立期間については、同法に基づく記録訂正の対

象とすることはできない。 

そのほかに、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15年 10月頃から同年 11月頃まで 

申立期間は、Ａ社に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主及び部長の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立

人は、申立期間当時、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、当該事業所は、平成 15 年 11 月

30日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、事業主は、「当時の資

料を保管していないことから、詳細な事実は不明である。Ａ社では、従業員の

採用と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いであったが、申立期間当時は、

事業の資金繰りが悪化していた時期であったため、申立人を厚生年金保険に加

入させていたかどうかまでは分からない。」と回答している。 

また、申立人は、「当時、Ａ社は、従業員の給与を支払えなくなっていたた

め、部長が給与を支払っていた。当時、12万円の給与を現金で受け取ったが、

給与明細書は無かった。」と供述しているところ、当該部長は、「申立期間は、

Ａ社が倒産する直前の時期であり、会社は給与を支払えなくなっていた。私は、

預金などを取り崩し、申立人を含む数人の従業員が生活するために必要な最低

限度のお金を用意して分配した。私は、事務担当者でないので、社会保険等の

手続や厚生年金保険料の控除については分からない。」と供述している。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、当該事業所における厚生年

金保険の加入記録が確認できる３人（前述の事業主及び部長を除く。）に照会

し、一人から回答が得られたものの、同人からは、申立人の申立ての事実を裏

付ける供述を得ることはできなかった。 



 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4753（事案 3585の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住    所  ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年８月１日から 59年８月１日まで 

Ａ社に昭和 55 年秋頃からアルバイトとして乗務し、１年ぐらい経って本

採用となったが、厚生年金保険の加入記録が 59 年８月１日からとなってい

るので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしいと第三者委員会に申し立てたが、同委員会から認められないとの通知

をもらった。 

今回、当該事業所から昭和 54 年３月に受け取った表彰状が見つかったの

で、申立期間を変更した上で、再度、申し立てることとした。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）複数の同僚の供述から判断すると、

期間は特定できないものの、申立人は、Ａ社に勤務していたことが推認できる

が、同社では、「厚生年金保険の加入状況に係る記録は、過去 15年分ほどしか

保存しておらず、申立期間当時の厚生年金保険の加入状況については確認でき

ない。」と回答していること、また、Ｂ協会も、「申立期間当時、申立人が勤務

していたことが確認できない。」と回答していることから、申立人の申立期間

に係る勤務状況及び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）

申立人が名前を挙げた同僚３人、オンライン記録により申立期間において当該

事業所で厚生年金保険被保険者資格が確認でき、かつ、生存及び所在が確認で

きた 10人の計 13人に照会したところ、７人から回答が得られたものの、いず

れの者からも、申立人の申立内容に係る具体的な供述を得ることができなかっ

たこと、ⅲ）申立人の当該事業所に係る雇用保険の加入記録は、オンライン記

録と合致している上、上記 13人の同僚のうちの 11人について、当該事業所に



 

係る雇用保険の資格取得日とオンライン記録による厚生年金保険の資格取得

日が合致していることが確認できること、ⅳ）申立期間について、申立人が厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与

明細書等の資料は無く、申立人も同保険料が給与から控除されていたことに関

する具体的な記憶が無いこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づき、

平成23年３月31日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間を変更した上で、昭和 54 年

３月に当該事業所から受け取った表彰状を提出し、「この当時から勤務してい

たことの証明となる。」と主張しているが、当該事業所は、「この表彰状は、

当社が発行したものであるが、この表彰状からは、当時の厚生年金保険の適用

状況を判断することはできないので、前回の回答のとおり、申立期間における

申立人の厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除については分からな

い。」と回答している。 

また、申立人から新たに名前が挙がった同僚５人のうち、生存及び所在が確

認できた４人に照会し３人から回答を得られたものの、いずれの者からも、申

立人の申立内容に係る具体的な供述を得ることができなかった上、当該同僚５

人のうち当該事業所に係る雇用保険の被保険者記録が確認できた４人の資格

取得日は、オンライン記録による厚生年金保険の資格取得日と合致しているこ

とが確認できる。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4754 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年４月から同年 10月まで 

② 昭和 41年 11月から 45年３月まで 

申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社に、それぞれ勤務したが、厚生年

金保険の加入記録が確認できない。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人のＡ社における勤務状況に関する供述及び同

期入社であったとする複数の同僚の供述から判断すると、退職時期の特定は

できないものの、申立人は、申立期間①において同社に勤務していたことは

推認できる。 

しかしながら、事業所名簿及びオンライン記録によると、当該事業所は、

平成 10 年８月 21 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている上、商

業・法人登記簿謄本により、同年９月 28 日に清算結了となっていることが

確認できるとともに、当時の役員で、かつ、事業所解散時の事業主は、「申

立人のことは知らない。また、当時の資料は保存していない。」と回答して

いることから、申立人の申立期間①における勤務実態並びに厚生年金保険の

適用状況及び同保険料控除について確認することができない。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保

険者原票」という。）により、申立期間①において厚生年金保険の被保険者

であったことが確認でき、かつ、生存及び所在が確認できた同僚 10 人に照

会し、６人（申立人と同期入社であったとする同僚二人を含む。）から回答

が得られたものの、いずれの者も、「申立人の厚生年金保険の取扱いについ



 

ては分からない。」と供述しており、申立人の申立ての事実を裏付ける供述

を得ることはできなかった。 

さらに、申立人と同期入社であったとする同僚二人について、厚生年金保

険と雇用保険の被保険者記録をそれぞれ確認したところ、いずれの者も、雇

用保険に加入した数か月後に厚生年金保険に加入していることが確認でき、

当該事業所では、従業員の入社と同時に一律に厚生年金保険に加入させる取

扱いを行っていなかったことがうかがわれる。なお、申立人の雇用保険の被

保険者記録を確認したが、これらの同僚とは異なり、申立期間①に係る被保

険者記録は確認できなかった。 

加えて、当該事業所に係る被保険者原票を確認したところ、申立人が厚生

年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、一方、健康保険の整理番号

に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

２ 申立期間②について、申立人のＢ社における勤務状況に関する供述及び複

数の同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人が申

立期間②に同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、当時の事業主は死亡しており、当時取締役で現在の事業主

は、「申立人のことは知らない。また、当時の資料も保管していない。」と、

回答していることから、申立人の申立期間②における勤務実態並びに厚生年

金保険の適用状況及び同保険料控除について確認することができない。 

また、当時の役員一人、当該事業所の被保険者原票により、申立期間②に

おいて厚生年金保険の被保険者であったことが確認でき、かつ、生存及び所

在が確認できた同僚６人の合計７人に照会し、全員から回答が得られたとこ

ろ、そのうち４人は、「申立人を知らない。」と回答し、残りの３人は、申立

期間②において申立人が勤務していたことを証言しているものの、いずれの

者も､「申立人の厚生年金保険の取扱いについては分からない。」と供述して

おり、申立人の申立ての事実を裏付ける供述を得ることはできなかった。 

さらに、当該事業所に係る被保険者原票を確認したところ、申立人が厚生

年金保険の被保険者資格を取得した記録は無く、一方、申立期間②に係る健

康保険の整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え

難い。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を

各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4755 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年９月から 58年４月 30日まで 

申立期間は、Ａ市Ｂ区にあったＣ社で勤務していたが、厚生年金保険の加

入記録が確認できない。 

申立期間について、厚生年金保険料控除の事実が確認できる資料は無いが、

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＣ社は、事業所名簿及びオンライン記録におい

て、厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、当該事業所の所在地を管轄する法務局において、商業・法人登記簿を

確認したが、Ｃ社の名称での登記は見当たらない上、その所在地を区域とする

経済団体に照会したものの、「申立期間当時、Ｃ社の名称で会員企業であった

記録は確認できない。」と回答している。 

さらに、申立人は、事業主の名前と当時の年齢を記憶していたことから、オ

ンライン記録を確認したところ、同姓同名でほぼ同年齢の者が一人確認できた

ものの、同人は既に死亡しており、名前を挙げた同僚二人については姓のみし

か記憶しておらず、個人を特定することができない上、申立期間当時に同居し

ていたとして名前を挙げた者からも協力が得られないことから、当該事業所に

おける申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除について確認することがで

きない。 

なお、申立期間当時の住宅地図により、申立人が記憶する当該事業所の所在

地に名称が類似する「Ｄ社」という事業所が存在していたことが確認できたも

のの、同社は、事業所名簿及びオンライン記録において、厚生年金保険の適用

事業所であった形跡は無い上、商業・法人登記簿でも登記は見当たらない。 



 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年７月 29日から 20年８月 15日まで 

Ａ社Ｂ事業所の厚生年金保険の被保険者記録によると、昭和 19年７月 29

日資格喪失となっているが、終戦まで勤務していたと思うので調べてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の四女が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の継承会社であるＣ社に申立期間に係る申立人の勤務実態等について

照会したところ、「当時の資料は残されていない。」と回答しており、申立人の

申立期間における勤務実態並びに厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控

除について確認することができない。 

また、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（以下「被保険者台帳」とい

う。）によると、当該事業所における申立人の同保険の被保険者資格取得日は

昭和 18年９月 23日、同喪失日は 19年７月 29日となっており、この記録は、

オンライン記録と一致している。 

さらに、当該事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）により、申立人と同日の昭和 18年９月 23 日に当該事

業所において被保険者資格を取得していることが確認でき、かつ、生存及び所

在が確認できた６人に照会したところ、４人から回答が得られたものの、申立

人を記憶している者はおらず、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年

金保険料の控除をうかがわせる供述を得ることができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



 

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月 30日から同年４月１日まで 

Ａ社を平成８年３月 31 日に退職したが、年金記録によると、申立期間の

厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

保管している給与支給明細書によると、平成８年３月分の厚生年金保険料

が給与から控除されているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「平成８年３月 30日及び 31日は、土曜日、日曜日であったため

両日とも勤務はしていないので、最終勤務日は、同年３月 29 日の金曜日であ

った。」と供述しているところ、Ａ社の当時の取締役で社会保険事務の責任者

であった部長は、「当時の資料は保存されていないが、当社の定休日は、土日

祝日であった。月末の退職予定者については、月末が当社の定休日に当たる場

合には、勤務しなければならない特別の事情が無い限り、その退職日は、当該

月の最終営業日としていた。」と回答している上、雇用保険の被保険者記録に

よると、申立人は、同社を同年３月 29 日の金曜日に離職していることが確認

でき、この記録は厚生年金保険の被保険者資格喪失日（当該離職日の翌日）と

一致している。 

また、申立人から提出された平成８年３月分の給与支給明細書により、申立

人は、１か月分に相当する厚生年金保険料が給与から控除されていることが確

認できるが、前述の部長及び申立期間当時、Ａ社Ｂ本社で経理事務を担当して

いたとする複数の者は、「給与は 20日締めの 25日払いで、厚生年金保険料は、

翌月控除であった。」と供述しており、このうち社会保険及び給与事務を担当

していたとする者は、「平成８年３月分の給与で天引きされている厚生年金保



 

険料は、同年２月分である。申立人の場合は、同年４月分の給与が最終給与と

なると思われるが、同年３月 31 日に在籍していないので、同年４月分の給与

から同年３月分の同保険料を控除されていなかったと思う。」と供述している。 

さらに、申立期間前後、申立人と同じ営業所に勤務していた同僚からは、申

立人の申立ての事実を裏付ける供述を得ることができなかった。 

加えて、Ａ社が加入していたＣ健康保険組合Ｄ支部から提出された健康保険

被保険者適用台帳及びＥ厚生年金基金から提出された加入員データの写しに

よると、申立人の資格喪失日はいずれも平成８年３月 30 日であることが確認

でき、これは、厚生年金保険の被保険者資格喪失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4758（事案 1173、3583及び 4246の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 41年７月 15日から 42年１月４日まで 

② 昭和 43年 12月 12日から 44年１月５日まで 

申立期間①及び②については、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所に勤務して

いたので、第三者委員会に申し立てたが、記録訂正は認められないとのこと

であった。 

当時の同僚で証言してくれそうな人の名前を挙げるので、再度調査し、申

立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①と一部重複する昭和 40年９月から 41年 12 月までの

期間について、今回の申立事業所とは異なるＤ社に係る年金記録の訂正を求め

て申立てを行ったが、ⅰ）商業・法人登記簿謄本によると、Ｄ社は、平成 17

年８月 31 日に解散しており、当時の事業主も既に死亡していることから、申

立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況について確認することができな

いこと、ⅱ）事業所名簿によると、当該事業所は昭和 40 年９月の時点では厚

生年金保険の適用事業所に該当しておらず、適用事業所になる前から当該事業

所が厚生年金保険料を給与から控除していたとは考え難いこと、ⅲ）いずれの

同僚からも申立内容に係る具体的な資料及び供述が得られなかったこと、ⅳ）

申立期間において申立事業所での雇用保険の加入記録が確認できないこと等

を理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 21年８月 17日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は、Ａ社Ｃ出張所における申立期間①及び②に係る雇用保険

の加入記録が確認できたことから、当該期間について厚生年金保険の被保険者

資格を認めてほしいと再申立てを行ったが、ⅰ）Ａ社Ｃ出張所は、平成６年３

月 31日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、Ｂ社は、「申



 

立期間①及び②における申立人の厚生年金保険の加入状況については不明で

ある。」と回答していることから、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金

保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）申立人が名前を挙げた同僚５

人及びオンライン記録により申立期間①及び②において当該事業所で厚生年

金保険の被保険者記録が確認でき、生存及び所在が確認できた同僚８人の計

13 人に照会し、10 人から回答が得られたものの、申立人の申立内容に係る供

述が得られなかったこと、ⅲ）当該事業所において雇用保険の加入記録が確認

できた５人（申立人を除く。）のうち４人が、雇用保険の加入期間に厚生年金

保険の被保険者記録が無い期間が認められ、当該事業所において厚生年金保険

の被保険者資格と雇用保険の被保険者資格の取得時期が相違する者が複数い

たことがうかがえること、ⅳ）前回の申立てにおいて、申立人が新たに名前を

挙げた同僚及び申立人と同時期に当該事業所において厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる者に照会したものの、申立期間①及び②における申立人の

厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除について新たな供述は得られず、

これらの同僚の雇用保険及び厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、

申立人と同様に、雇用保険の被保険者資格を取得してから一定期間経過後に厚

生年金保険の被保険者資格を取得している者が複数存在する上、申立人と同日

の昭和 42 年１月４日に当該事業所において厚生年金保険の被保険者資格を取

得していることが確認できる３人について、申立人は、「いずれの者も私より

先に勤務していた。」と供述していること等を理由として、既に当委員会の決

定に基づき、平成 23年３月 31日付け及び同年 12月 22日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、新たに当時の同僚３人の名前を挙げて

いることから、このうち所在が確認できた二人に照会し回答が得られたものの、

「申立人のことは知っているが、申立人がいつから厚生年金保険に加入したの

か分からない。」と回答しており、申立人の申立期間①及び②における厚生年

金保険の適用及び保険料控除をうかがわせる供述は得られなかった。 

また、当該二人のうち一人は、当該事業所において３回勤務しているが、こ

のうち２回については、雇用保険の被保険者資格の取得後に厚生年金保険の被

保険者資格を取得していることが両保険の被保険者記録により確認できるこ

とに加え、これまでの調査における同僚の両保険の加入状況も踏まえると、当

該事業所では、従業員について、一律に、厚生年金保険と雇用保険に加入させ

る取扱いを行っていなかったものと考えられる。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 




